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平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１） 

（平成 30年３月 23日） 

 

 

【全サービス共通】 

○ 介護保険施設等における歯科医療について 

問１ 介護保険施設等における歯科医療について、協力歯科医療機関のみが歯科医療を

提供することとなるのか。 

（答） 

介護保険施設等における歯科医療について、歯科医療機関を選択するのは利用者で

あるので、利用者の意向を確認した上で、歯科医療が提供されるよう対応を行うこと

が必要である。 
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【訪問系サービス関係共通事項】 

○ 事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者 20 人以上にサービス

を行う場合の減算（集合住宅減算） 

問２ 集合住宅減算についてはどのように算定するのか。 

（答） 

集合住宅減算の対象となるサービスコードの所定単位数の合計に対して減算率を

掛けて算定をすること。 

なお、区分支給限度基準額を超える場合、区分支給限度基準額の管理に際して、区

分支給限度基準額の超過分に同一建物減算を充てることは出来ないものとする。 

 

※ 平成 27年度介護報酬改定に関する Q＆A（平成 27年 4月１日）問 10 参照 
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【訪問看護・介護予防訪問看護】 

○ 看護体制強化加算について 

問９ 看護体制強化加算の要件として、「医療機関と連携のもと、看護職員の出向や研

修派遣などの相互人材交流を通じて在宅療養支援能力の向上を支援し、地域の訪問看

護人材の確保・育成に寄与する取り組みを実施していることが望ましい。」ことが示

されたが、具体的にはどのような取組が含まれるのか。 

（答） 

当該要件の主旨は、看護体制強化加算の届出事業所においては、地域の訪問看護人

材の確保・育成に寄与する取り組みが期待されるものとして示されたものであり、例

えば、訪問看護ステーション及び医療機関の訪問看護事業所間において相互の研修や

実習等の受入、地域の医療・介護人材育成のための取組等、地域の実情に応じた積極

的な取組が含まれるものである。 

 

問 10 留意事項通知における「前６月間において、当該事業所が提供する訪問看護を

２回以上利用した者又は当該事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１

として数えること」とは、例えば、１～６月にかけて継続して利用している利用者Ａ

は１人、１月に利用が終了した利用者Ｂも１人と数えるということで良いか。  

（答） 

貴見のとおりである。具体的には下表を参照のこと。 

  

例）特別管理加算を算定した実利用者の割合の算出方法 

 【サービス提供状況】７月に看護体制強化加算を算定 

 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

利用者Ａ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

利用者Ｂ ◎(Ⅰ)      

利用者Ｃ   ○ （入院

等） 

（入院

等） 

◎(Ⅱ) 

  ○指定訪問看護の提供が１回以上あった月 

  ◎特別管理加算を算定した月   

【算出方法】 

   ① 前６月間の実利用者の総数 ＝ ３ 

   ② ①のうち特別管理加算(Ⅰ)(Ⅱ)を算定した実利用者数 ＝ ２ 

   → ①に占める②の割合 ＝ ２／３ ≧ ３０％ …算定要件を満たす 

 

※ 平成２７年度報酬改定Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成 27年 4月 1日）問２３は削除する。 
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問 11 仮に、７月に算定を開始する場合、届出の内容及び期日はどうなるのか。 

（答） 

・看護体制強化加算の算定にあたっては「算定日が属する月の前６月間」において特

別管理加算及び緊急時訪問看護加算を算定した実利用者の割合を算出する必要があ

る。 

・仮に、７月に算定を開始する場合は、６月１５日以前に届出を提出する必要がある

ため、６月分は見込みとして１月・２月・３月・４月・５月・６月の６月間の割合を

算出することとなる。 

・なお、６月分を見込みとして届出を提出した後に、加算が算定されなくなる状況が

生じた場合には、速やかにその旨を届出すること。 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

実 績 で

割 合 を

算 出 す

る 

実 績 で

割 合 を

算 出 す

る 

実 績 で

割 合 を

算 出 す

る 

実 績 で

割 合 を

算 出 す

る 

実 績 で

割 合 を

算 出 す

る 

１５日以前に届出が

必要。届出日以降分

は見込みで割合を算

出する。 

算 定

月 

 

※ 平成２７年度報酬改定Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成 27年 4月 1 日）問２４は削除する。 

 

問 12 平成３０年３月時点で看護体制強化加算を届出しているが、平成３０年４月以

降も看護体制強化加算を算定する場合については、実利用者の割合の算出方法が変更

になったことから、新たに届出が必要となるのか。 

（答） 

貴見のとおりである。新たな算出方法で計算したうえで改めて届出する必要がある。

なお、３月分を見込みとして届出を提出した後に、新たに加算が算定されなくなる状

況が生じた場合には、速やかにその旨を届出すること。 

 

問 13 平成３０年４月から算定する場合には、平成２９年１０月からの実績を用いる

ことになるのか。 

（答） 

貴見のとおりである。 

 

問 14 １つの訪問看護事業所で看護体制強化加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）を同時に届出する

ことはできないが、例えば、加算（Ⅱ）を届出している事業所が、加算（Ⅰ）を新た

に取る場合には、変更届けの提出が必要ということでよいか。 

（答） 

貴見のとおりである。 



9 

 

 

○ 複数名訪問加算について 

問 15 訪問看護ステーションの理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が看護職員と

一緒に利用者宅を訪問しサービスを提供した場合に、基本サービス費はいずれの職種

の報酬を算定するのか。この場合、複数名訪問加算を算定することは可能か。 

（答） 

基本サービス費は、主に訪問看護を提供するいずれかの職種に係る報酬を算定する。

また、訪問看護ステーションの理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と看護職員が

一緒に訪問看護を行った場合、複数名訪問加算の要件を満たす場合、複数名訪問加算

（Ⅰ）の算定が可能である。なお、訪問看護ステーションの理学療法士、作業療法士

又は言語聴覚士が主に訪問看護を行っている場合であっても、訪問看護の提供回数で

はなく、複数名での訪問看護の提供時間に応じて加算を算定する。 

 

※ 平成２４年度報酬改定Ｑ＆Ａ（vol.３）（平成 24年 4月 25日）問２は削除する。 

 

問 16 複数名訪問加算（Ⅱ）の看護補助者については、留意事項通知において「資格

は問わないが、秘密保持や安全等の観点から、訪問看護事業所に雇用されている必要

がある」と明記されているが、従事者の変更のたびに届けを行う必要があるのか。  

（答） 

複数名訪問加算（Ⅱ）の看護補助者については、看護師等の指導の下に、看護業務

の補助を行う者としており、例えば事務職員等であっても差し支えない。また、当該

看護補助者については、指定基準の人員に含まれないことから、従事者の変更届の提

出は要しないものであるが、秘密保持や安全等の観点から、事業所において必要な研

修等を行うことが重要である。 

 

問 17 看護師等と同時に訪問する者に応じ、複数名訪問加算（Ⅰ）又は複数名訪問加

算（Ⅱ）を算定することになるが、同一日及び同一月において併算することができる

か。 

（答） 

それぞれ要件を満たしていれば同一日及び同一月に併算することは可能である。 

 

問 18 看護師等と同時に訪問する者に応じ、複数名訪問加算（Ⅰ）又は複数名訪問加

算（Ⅱ）を算定することになるが、算定回数の上限はあるか。 

（答） 

それぞれ要件を満たしており、ケアプランに位置づけられていれば、算定回数の上

限はない。 
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○ 理学療法士等による訪問看護について 

問 19 理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士による訪問看護は、訪問看護事業所の

うち訪問看護ステーションのみで行われ、訪問看護計画書及び訪問看護報告書は、看

護職員（准看護師を除く）と理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士が連携し作成す

ることが示されたが、具体的にはどのように作成すればよいのか。 

（答） 

・訪問看護ステーションの理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士（以下、理学療法

士等という。）が訪問看護を行っている利用者の訪問看護計画書及び訪問看護報告書

については、当該訪問看護ステーションの看護職員（准看護師を除く）と理学療法士

等が利用者等の情報を共有した上で、「訪問看護計画書及び訪問看護報告書等の取扱

いについて」（平成 12年 3月 30日 老企 55号）に示す様式に準じて提供したサービ

ス等の内容を含めて作成することとしており、これにより適切な訪問看護サービスが

行われるよう連携を推進する必要がある。ただし、当該様式に準じたうえで、看護職

員（准看護師を除く）と理学療法士等で異なる様式により作成することは差し支えな

いが、この場合であっても他の職種により記載された様式の内容を踏まえ作成する必

要がある。 

・なお、看護職員と理学療法士等との連携の具体的な方法等については、「訪問看護

事業所における看護職員と理学療法士等のより良い連携のための手引き（平成 29 年

度厚生労働省老人保健健康増進等事業 訪問看護事業所における看護職員と理学療

法士等のより良い連携のあり方に関する調査研究事業（全国訪問看護事業協会））」に

おいても示されており、必要に応じて参考にいただきたい。 

 

問 20 複数の訪問看護事業所から訪問看護を受けている利用者について、訪問看護計

画書及び訪問看護報告書の作成にあたっては当該複数の訪問看護事業所間において

十分な連携を図ったうえで作成することとあるが、どのように連携すればよいのか。 

（答） 

複数の訪問看護事業所により訪問看護が行われている場合については、それぞれの

事業所で作成された計画書等の内容を共有するものとし、具体的には計画書等を相互

に送付し共有する若しくはカンファレンス等において情報共有するなどが考えられ

るが、後者の場合にはその内容について記録に残すことが必要である。 

 

問 21 留意事項通知において、「計画書及び報告書の作成にあたっては、訪問看護サー

ビスの利用開始時及び利用者の状態の変化等に合わせ、定期的な看護職員による訪問

により利用者の状態の適切な評価を行うこと。」とされたが、看護職員による訪問に

ついてどのように考えればよいか。  
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（答） 

訪問看護サービスの「利用開始時」については、利用者の心身の状態等を評価する

観点から、初回の訪問は理学療法士等の所属する訪問看護事業所の看護職員が行うこ

とを原則とする。また、「定期的な看護職員による訪問」については、訪問看護指示

書の有効期間が６月以内であることを踏まえ、少なくとも概ね３ヶ月に１回程度は当

該事業所の看護職員による訪問により、利用者の状態の適切な評価を行うものとする。

なお、当該事業所の看護職員による訪問については、必ずしもケアプランに位置づけ

訪問看護費の算定までを求めるものではないが、訪問看護費を算定しない場合には、

訪問日、訪問内容等を記録すること。 

 

問 22 平成３０年４月以前より理学療法士等による訪問看護を利用している者であっ

て、かつ看護職員による訪問が概ね３ヶ月間に一度も訪問していない利用者につい

て、利用者の状態の変化等に合わせ、定期的な看護職員による訪問をする必要がある

のか。 

（答） 

理学療法士等による訪問看護はその訪問が看護業務の一環としてのリハビリテー

ションを中心としたものである場合に、看護職員の代わりに訪問させるものであるこ

とから、当該事業所の看護職員による訪問による評価がなされていない利用者につい

ては、速やかに当該事業所の看護職員の訪問により利用者の状態の適切な評価を要す

るものとする。 

 

問 23 理学療法士等による訪問看護はその訪問が看護業務の一環としてのリハビリテ

ーションを中心としたものである場合に看護職員の代わりに訪問させる訪問もので

あること等を説明した上で利用者の同意を得ることとなったが、同意書の様式はある

のか。また、平成３０年４月以前より理学療法士等による訪問看護を利用している者

について、同意を得る必要があるのか。 

（答） 

同意に係る様式等は定めておらず、方法は問わないが、口頭の場合には同意を得た

旨を記録等に残す必要がある。また、すでに理学療法士等による訪問看護を利用して

いる者についても、速やかに同意を得る必要がある。 

 

○ ターミナルケア加算について（介護予防訪問看護は含まない） 

問 24 ターミナルケアの提供にあたり、厚生労働省「人生の最終段階における医療・

ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容を踏まえることが示されている

が、当該ガイドライン以外にどのようなものが含まれるのか。 

（答） 
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当該ガイドライン以外の例として、「高齢者ケアの意思決定プロセスに関するガイ

ドライン 人工的水分・栄養補給の導入を中心として（日本老年医学会）（平成２３

年度老人保健健康増進等事業）」等が挙げられるが、この留意事項通知の趣旨はガイ

ドラインに記載されている内容等を踏まえ利用者本人及びその家族等と話し合いを

行い、利用者本人の意思決定を基本に、他の関係者との連携の上、ターミナルケアを

実施していただくことにあり、留意いただきたい。 

 

問 25 ターミナルケアの実施にあたっては、他の医療及び介護関係者と十分な連携を

図るよう努めることとあるが、具体的にはどのようなことをすれば良いのか。 

（答） 

ターミナルケアの実施にあたっては、他の医療及び介護関係者と十分な連携を図る

ことが必要であり、サービス担当者会議等における情報共有等が想定される。例えば、

訪問看護師と居宅介護支援事業者等との連携の具体的な方法等については、「訪問看

護の情報共有・情報提供の手引き～質の高い看取りに向けて～」 （平成 29年度 厚

生労働省老人保健健康増進等事業 訪問看護における地域連携のあり方に関する調

査研究事業（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング））等においても示されており、

必要に応じて参考にしていただきたい。 

 

○ 訪問看護計画書等 

問 26 指定訪問看護ステーションが主治医に提出する訪問看護計画書及び訪問看護報

告書については、書面又は電子的な方法により主治医に提出できるものとされたが、

電子署名が行われていないメールや SNS を利用した訪問看護計画書等の提出は認め

られないということか。 

（答） 

貴見のとおりである。 

 

問 27 訪問看護計画書等については、新たに標準として様式が示されたが、平成３０

年４月以前より訪問看護を利用している者についても変更する必要があるのか。 

（答） 

新たに訪問看護計画書及び訪問看護報告書を作成するまでの間については、従来の

様式を用いても差し支えないものとするが、不足している情報については速やかに追

記するなどの対応をしていただきたい。 

 

問 28 訪問看護ステーションにおいて、居宅サービス計画上、准看護師が訪問するこ

ととされている場合に、事業所の事情により准看護師ではなく理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士が訪問する場合については理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士
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の場合の所定単位数を算定する場合とあるが具体的にはどのように考えればよいか。 

（答） 

例えば、居宅サービス計画上、准看護師による 30 分以上１時間未満の訪問看護を

計画していたが、事業所の事情により准看護師の代わりに理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士が 30 分の訪問看護を行った場合は、理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士の場合の１回の単位数を算定することになる。 

 

○ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携した場合 

問 29 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携した場合の報酬を算定する場

合、訪問看護で設定されている全ての加算が算定できるのか。 

（答） 

夜間又は早朝、深夜に訪問看護を行う場合の加算、複数名訪問加算、1 時間 30 分

以上の訪問看護を行う場合の加算及び看護体制強化加算は算定できない。 

 

※ 平成２４年度報酬改定Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成 24年 3月 16日）問２７は削除する。 

※ 平成１２年度報酬改定Ｑ＆Ａ（vol.２）（平成 12 年 4 月 28 日）Ⅰ(1）③７は削除

する。 
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【介護職員処遇改善加算】 

○ 最低賃金の計算について 

問７ 最低賃金を満たしているのかを計算するにあたっては、介護職員処遇改善加算によ

り得た加算額を最低賃金額と比較する賃金に含めることとなるのか。 

（答） 

介護職員処遇改善加算により得た加算額を、最低賃金額と比較する賃金に含むか否か

については、当該加算額が、臨時に支払われる賃金や賞与等として支払われておらず、

予定し得る通常の賃金として、毎月労働者に支払われているような場合には、最低賃金

額と比較する賃金に含めることとなるが、当該加算の目的等を踏まえ、最低賃金を満た

した上で、賃金の引上げを行っていただくことが望ましい。 

 

【サービス提供体制強化加算】 

○ 療養病床等から介護医療院へ転換した場合について 

問８ 療養病床等から転換した介護医療院においてサービス提供体制強化加算を算定するにあ

たっては、療養病床等に勤務していた職員の勤続年数を通算できるのか。 

（答） 

転換前の療養病床等と転換後の介護医療院の職員に変更がないなど、療養病床等と介護

医療院が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することがで

きる。 

 

 

≪参考≫ 

・平成 21 年度改定関係 Q＆A(vol.１)（平成 21 年３月 23 日）問５ 

【加算の届出】 

○ サービス提供体制強化加算 

（問５） 同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）における勤続年数や異なる業種

（直接処遇職種）における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承

継時にも通算できるのか。 

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。 

（答） 

同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を行う

職種に限る。）における勤続年数については通算することができる。また、事業所の合併又は

別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業

所が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することができる。


